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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第29期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、期中平均株価が算定できない上場前に新株引受権の

残高がなくなったため、記載しておりません。 

４．平成17年３月19日付で株式500株を１株に併合しております。なお、第29期連結会計年度の１株当たり当期

純利益金額は、当該株式併合が期首に行われたものとして算出しております。  

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期 

決算年月 平成13年８月 平成14年８月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 

売上高 （千円） － － － － 6,079,553 

経常利益 （千円） － － － － 443,711 

当期純利益 （千円） － － － － 245,489 

純資産額 （千円） － － － － 1,827,322 

総資産額 （千円） － － － － 3,311,053 

１株当たり純資産額 （円） － － － － 156,448.84 

１株当たり当期純利益金

額 
（円） － － － － 30,596.67 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － － － － 55.2 

自己資本利益率 （％） － － － － 17.5 

株価収益率 （倍） － － － － 13.01 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － － － 698,120 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － － － △369,350 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － － － △134,279 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） － － － － 926,865 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

－ 

（－）

－ 

（－）

－ 

（－）

－ 

（－）

247 

(113) 



(2）提出会社の状況 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第27期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

３．第28期までの持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４．第29期の１株当たり配当額には、上場記念配当500円を含んでおります。 

５．第25期、第26期及び第28期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株引受権の残高があ

りますが、当社株式は非上場のため期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。第27期の潜在

株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株引受権の残高がありますが、当期純損失が計上され

ているため記載しておりません。また、第29期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、期

中平均株価が算定できない上場前に新株引受権の残高がなくなったため、記載しておりません。 

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期 

決算年月 平成13年８月 平成14年８月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 

売上高 （千円） 4,875,565 5,567,505 5,649,842 5,130,667 6,078,989 

経常利益又は経常損失

（△） 
（千円） 478,895 204,777 △260,916 227,950 428,423 

当期純利益又は当期純損

失（△） 
（千円） 115,330 93,262 △272,821 108,506 233,848 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 16,000 440,000 440,000 442,500 693,750 

発行済株式総数 （株） 1,280,000 2,340,000 2,340,000 2,440,000 11,680 

純資産額 （千円） 199,863 1,141,126 868,305 981,821 1,821,290 

総資産額 （千円） 2,008,777 2,647,017 2,987,575 2,795,390 3,301,961 

１株当たり純資産額 （円） 156.14 487.66 371.07 402.38 155,932.43 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当額) 
（円） 

－ 

（－）

－ 

（－）

－ 

（－）

8.00 

（－）

4,500.00 

（－）

１株当たり当期純利益金

額又は当期純損失金額

（△） 

（円） 177.97 51.52 △116.59 46.20 29,145.88 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 9.9 43.1 29.1 35.1 55.2 

自己資本利益率 （％） 81.1 13.9 － 11.7 16.7 

株価収益率 （倍） － － － － 13.66 

配当性向 （％） － － － 17.3 15.4 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － △505,869 326,863 － 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － 73,334 △110,018 － 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － － 785,503 △344,329 － 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） － － 851,116 723,632 － 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

70 

(125) 

86 

(172) 

97 

(154) 

102 

(135) 

203 

(113) 



６．第27期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

７．第25期から第28期までの株価収益率については、当社株式は非上場のため記載しておりません。 

８．第26期以前はキャッシュ・フロー計算書を作成していないため、また、第29期は連結財務諸表を作成してい

るため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッ

シュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。 

９．第27期以降の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、監査法人トーマツの監査を受

けておりますが、第26期以前の財務諸表については、監査を受けておりません。 

10．当社は、平成13年３月31日付で株式１株を80株に分割しており、また平成17年３月19日で株式500株を１株

に併合しております。当該株式分割及び株式併合に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり

の指標を参考までに掲げると以下のとおりとなります。なお、第26期以前の当該数値については監査法人ト

ーマツの監査を受けておりません。 

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期 

決算年月 平成13年８月 平成14年８月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 

１株当たり純資産額 （円） 78,071.58 243,830.38 185,535.27 201,192.99 155,932.43 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当額) 
（円） 

－ 

（－）

－ 

（－）

－ 

（－）

4,000.00 

（－）

4,500.00 

（－）

１株当たり当期純利益金

額又は当期純損失金額

（△） 

（円） 45,051.08 25,763.23 △58,295.10 23,106.19 29,145.88 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） － － － － － 



２【沿革】 

 昭和45年９月、現代表取締役会長中西 浩一が京都市山科区に当社の前身であるオーダースーツ専門店「紳士服中

西」を開業の後、昭和51年６月に経営基盤を整備するため法人化して、株式会社オンリーを設立いたしました。 

 会社設立後の当社の沿革は次のとおりであります。 

 （注） SPA（Specialty store retailer of Private label Apparel）とは、自社ブランド品の企画、生産（外部委託

又は自社製造）から直営店舗での販売までを一貫して自社で行うアパレル小売業のビジネスモデルのことであ

ります。 

年  月 沿  革 

昭和51年６月 紳士服の製造販売を主たる事業目的として、資本金８百万円にて株式会社オンリーを京都市北区に

設立。 

昭和51年９月 京都市北区北山通りにメンズブティック「オンリー本店」をオープン。紳士服のオーダー事業を開

始。 

平成２年９月 京都市北区北山通りに、高品質リーズナブル価格スーツを中心としたプライベートブランドショッ

プ「服匠中西館」をオープン。 

平成８年９月 当社で初めての紳士服のSPAとして、イタリアの協力工場に生産委託した既製服スーツショップの

１号店「インヘイル・エクスヘイル六甲アイランド店」を神戸市東灘区にオープン。 

平成10年３月 京都市北区に、レディース衣料を中心に全商品を1,900円のワンプライスで販売する「19ショップ

北山店」をオープン。当社の均一価格販売形態の先駆けとなる。 

平成11年10月 東京都千代田区に紳士服均一価格販売形態の１号店として「ザ・スーパースーツストア日比谷店」

をオープン。 

平成11年11月 従来のポイントカードシステムを刷新し、「オンリークラブカード」を開始。 

平成12年３月 首都圏営業強化のため、東京都千代田区に東京事務所を置く。 

平成14年５月 インターネットでの紳士服通信販売を主たる事業とする有限会社アクロスタイル（現・株式会社オ

ンリーファクトリー）の持分を譲り受けて、完全子会社とする。 

平成14年12月 オーダースーツ「テーラーメイド by Koichi Nakanishi」の販売を開始するとともに、「インヘイ

ル・エクスヘイル」北山本店をオーダースーツの販売店舗としてリニューアル。 

平成15年４月 本部機能効率化のため、本社を京都市下京区に移転。 

平成16年３月 安定した商品供給体制確立の一環として、大阪府枚方市に枚方商品センターを開設。 

平成16年５月 有限会社アクロスタイルを有限会社オンリーファクトリー（平成16年６月に株式会社オンリーファ

クトリー（現・連結子会社）に組織変更）に商号変更。 

平成16年６月 株式会社オンリーファクトリーにおいて、当社オーダースーツの製造を開始。 

平成17年７月 大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」に株式を上場。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社と子会社１社で構成され、紳士服及び関連商品のSPAとして衣料品の企画、生産（外部委

託）ならびに販売を主たる事業としております。主な取扱品目は、スーツ及びシャツ・ネクタイであり、スーツにつ

いてはプレタポルテ（既製服）に加えてオーダースーツの販売を行っております。 

 直営店舗につきまして、「インヘイル・エクスヘイル」ではオーダースーツの販売を行っており、「ザ・スーパー

スーツストア」ではプレタポルテの販売及び一部店舗においてオーダースーツの販売も行っております。また、アウ

トレット販売を「スーツ・アンド・スーツ」の店舗において行っております。 

 直営店舗以外では、TMコントラクト事業として、移動販売車「テーラーメイドカー」等を用いたオーダースーツの

無店舗販売を行っております。 

 また、子会社の株式会社オンリーファクトリーは「テーラーメイド by KOICHI NAKANISHI」ブランドのオーダース

ーツの製造及びプレタポルテスーツの生産委託工場の技術指導を行っております。 

［事業系統図］ 

 （注） （株）オンリーファクトリーはオーダースーツの製造を開始したのが平成16年６月であり、事業を開始して間

もないこと及び重要性が低いため、第28期事業年度（自 平成15年９月１日 至 平成16年８月31日）は連結

対象とはしておりません。なお、当連結会計年度（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日）から、重

要性が増加したことから連結対象としております。 



 当社の商品の販売を担当している業態及びその店舗は、次のとおりとなります。 

(1）ザ・スーパースーツストア 

 「低価格・高感度・高品質のビジネスウェアを提供する」というコンセプトのもと主要品目（スーツ・シャ

ツ・ネクタイ）の販売価格をツープライスの均一価格に設定するとともに、身長別の商品陳列を導入するなど効

率的な運営を目指しております。全国に直営店を42店舗（平成17年８月31日現在）展開しており、そのうち33店

舗については、プレタポルテ商品に加えてオーダースーツの販売も行っております。 

 今後の新規出店地域につきましては、首都圏及びその他の大都市近郊への出店を図ります。 

 中心顧客につきましては、25歳から35歳のビジネスマンをターゲットとしております。 

(2）インヘイル・エクスヘイル 

 「気に入るものを探すのではなく、気に入るものを選んでつくるテーラーメイド（注）という買い方」のコン

セプトのもと約150柄の素材、3種類のジャケットスタイル、19項目に及ぶ裏地やポケットデザイン等の選択によ

るオーダースーツの販売を行っており、オーダーメイド服で時間のかかる採寸をモデルゲージ服（サイズ合わせ

服）の活用によりパターン化し、採寸時間を大幅に短縮することで顧客満足度の向上を図っております。 

 京都、大阪、東京にオーダースーツの専門店として７店舗（平成17年８月31日現在）を展開しており、また、

主要品目はオーダースーツであり、その他イタリアの協力工場で委託生産させたシャツ・ネクタイを展開してお

ります。 

 中心顧客につきましては、30歳から40歳のビジネスエリートをターゲットとしております。 

(3）スーツ・アンド・スーツ 

 当社の「ザ・スーパースーツストア」及び「インヘイル・エクスヘイル」の店舗で在庫として２年経過した商

品を、東京、千葉、愛知の３地区の直営アウトレット店３店舗（平成17年８月31日現在）において販売しており

ます。 

 中心顧客につきましては、幅広い年齢層のビジネスマンをターゲットといたしております。 

（注） テーラーメイドとは、当社におけるパターンオーダースーツのことを指しております。 

「Tailor Made by KOICHI NAKANISHI」は現在商標登録の申請中であります。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．上記子会社は、平成14年５月に完全子会社とした会社（当時（有）アクロスタイル）であり、重要性が増加

したことから、当連結会計年度（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日）から連結子会社に含めて

おります。 

２．上記子会社は特定子会社に該当しております。 

３．上記子会社は有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数が当期中において101名増加しておりますが、その要因は、主として店舗人員拡充のための定期及

び期中採用によるものであります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業の
内容 

議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

（連結子会社）           

（株）オンリーファ

クトリー 
京都市下京区 10 

紳士服及び関

連商品の製造

販売業 

100 

当社オーダースーツの製造

を行っております。 

役員の兼任3名 

  平成17年8月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

紳士服及び関連商品の製造販売業 247 (113) 

合計 247 (113) 

  平成17年8月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

203（113） 28.3 1.8 3,336,212 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、個人消費の緩やかな回復、好調な輸出・生産の拡大を背景とした設備

投資の増加などにより、堅調に推移しました。 

 当社グループが属する紳士服業界におきましては、個人消費がゆるやかに回復する中、環境省が提唱したノーネ

クタイ・ノー上着ファッション「クールビズ」効果により、夏場にかけて紳士服の需要が例年よりも増加しており

ますが、一方で商品の価格・嗜好性・品質についての選択消費の傾向や、激しい企業間競争という経営環境で推移

いたしました。 

 このような状況のもと、当社グループは「笑顔」「感謝」「清掃・整頓」を行動理念に掲げ、顧客満足度最大化

を図るために、以下の通り取り組んでまいりました。 

[生産面] 

 「テーラーメイド by KOICHI NAKANISHI」ブランドのオーダースーツの製造を行う（株）オンリーファクトリー

を連結子会社に加え、オーダースーツの製造を内製化することにより、販売店舗と縫製工場を直結化した合理的な

生産・販売システムを構築いたしました。 

 また、プレタポルテ（既製服）につきましては、主に中国にある生産委託先との直接輸入取引の比率を増加する

ことで原価低減を図るとともに、生産委託先への技術指導等にも注力し高品質化に取り組んでまいりました。 

[商品面] 

 オーダースーツの販売量が堅調に増加していることから、当連結会計年度から婦人向けオーダースーツの販売も

開始し、さらにオーダーシャツの開発にも取り組んでまいりました。 

 また、プレタポルテにつきましては、海外高級服地メーカーとのコラボレーションモデルを展開する等、高付加

価値化を図ってまいりました。 

[販売店舗] 

 販売店舗の状況につきましては、主力の「ザ・スーパースーツストア」は、内外装及び什器を一新した新タイプ

の店舗を首都圏中心に９店舗出店、オーダースーツの販売を主に担当する「インヘイル・エクスヘイル」を１店舗

出店、アウトレット販売を担当する「スーツ・アンド・スーツ」を１店舗出店しております。一方で「ザ・スーパ

ースーツストア」を３店舗、「スーツ・アンド・スーツ」を１店舗閉店いたしました。この結果、期末店舗数は、

「ザ・スーパースーツストア」が42店舗、「インヘイル・エクスヘイル」が７店舗、「スーツ・アンド・スーツ」

が３店舗、合計52店舗（前事業年度末45店舗）となっております。 

 また、当連結会計年度の「ザ・スーパースーツストア」の新規出店のうち１店舗は「ザ・スーパースーツスト

ア・プラス」として、従来の品揃えに加えて靴、ジャケット、パンツ及びオフビジネス等のアイテムを充実させた

発展型店舗の実験店舗としております。 

[新規事業] 

 直営店舗以外の販路開発のため、当連結会計年度より新たにTMコントラクト事業として、移動販売車「テーラー

メイドカー」等を用いた無店舗販売に新たに取り組んでまいりました。 

 また、翌期から開始予定である新業態「BOGGI MILANO」の店舗オープンにむけ、店舗工事、商品仕入、販促計画

等の準備に取り組んでまいりました。 

 以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高60億79百万円、営業利益４億82百万円、経常利益４億43百万円、

当期純利益２億45百万円となりました。 

 なお、当連結会計年度が連結財務諸表作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりません。（以

下「(2）キャッシュ・フロー」、「２ 生産、受注及び販売の状況」及び「７ 財政状態及び経営成績の分析」に

おいても同じ。） 



(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動により６億98百万円増加しま

したが、投資活動により３億69百万円、財務活動により１億34百万円減少しました。その結果、当連結会計年度末

の資金残高は９億26百万円となり、期首に比べ２億３百万円増加しております。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、増加した資金は６億98百万円となりました。これは、主に税金等調整前当期純利益４億34百万

円、減価償却費52百万円、たな卸資産の減少額32百万円及び仕入債務の増加額88百万円等によるものですが、法人

税等の支払等によりその一部が相殺されております。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、使用した資金は３億69百万円となりました。これは、主に新店舗出店に伴う固定資産取得２億

１百万円及び保証金の差入れ１億79百万円等によるものですが、閉店等に伴う差入保証金の回収92百万円によりそ

の一部が相殺されております。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、使用した資金は１億34百万円となりました。これは、株式の発行による収入６億５百万円によ

る増加があったものの、長期借入金の返済による支出３億74百万円及び社債の償還による支出１億46百万円等があ

ったことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）材料仕入実績 

 当連結会計年度の材料仕入実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(4）受注状況 

 該当事項はありません。 

(5）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．上記販売実績のうち、スーツのプレタポルテ及びオーダースーツ別の当連結会計年度における売上高は次の

とおりであります。 

品目別 
当連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

スーツ                 （千円） 342,157 

合 計                 （千円） 342,157 

品目別 
当連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

スーツ                 （千円） 803,259 

シャツ・ネクタイ            （千円） 351,114 

その他                 （千円） 153,664 

合 計                 （千円） 1,308,038 

品目別 
当連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

スーツ生地               （千円） 300,428 

シャツ生地               （千円） 94,175 

付属品                 （千円）  36,597 

合 計                 （千円） 431,201 

品目別 
当連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

スーツ                 （千円） 4,063,335 

シャツ・ネクタイ            （千円） 1,374,421 

その他（修理代収入含む）        （千円） 641,796 

合 計                 （千円） 6,079,553 

 当連結会計年度 

プレタポルテ            （千円） 3,203,109 

オーダースーツ           （千円） 790,483 

オーダースーツ（レディース）    （千円） 69,742 

合 計                   （千円） 4,063,335 



３【対処すべき課題】 

(1）現状の認識について 

 現状につきましては、個人消費は回復基調にあるものの、紳士服業界においては価格・嗜好性・品質に対する顧

客ニーズは多様化する一方、少子高齢化や団塊世代のリタイア等による需要の減少が見込まれており、企業間競争

は激化しております。 

  このような状況の下、当社グループは、既存事業の継続的な成長、新規事業の立ち上げ等により、収益力の向上

を図ってまいります。 

(2）当面の対処すべき課題 

 当社グループが対処すべき当面の課題といたしましては、以下のようなことがあげられます。 

① 既存事業の拡大 

② 新規事業の立ち上げ 

(3）対処方針及び具体的な取組状況 

 当社グループは、先に記載した対処すべき課題について「国内基準ではなく世界基準での最高の商品とストア」

を目指して各機能のクオリティアップを図り、企業価値の最大化に取り組んでまいります。 

① 既存事業の拡大につきましては、対象顧客層の厚い首都圏都心部や大都市部を重点出店地域として今後 

毎期継続的に約10店舗の出店を推進すると同時に、既存店舗の売場変更や改装も積極的に実施いたします。 

② 新規事業として、当連結会計年度よりTMコントラクト事業として、移動販売車「テーラーメイドカー」 

等を用いた無店舗販売を開始しており、また翌期からはミラノ（イタリア）のBOGGIブランドのインポート 

商品で構成する単一ブランドショップ「BOGGI MILANO」を新業態として開始し、今後２年間に東京に５店 

舗の出店を予定しております。 

 これらの新規事業については、顧客拡大や認知度向上のための販売促進を積極的に行い、収益安定化及 

び規模拡大化を図ってまいります。 

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

(1）事業内容について 

① 需要見込みの変動リスクについて 

 当社グループの商品仕入計画の実行時期については、お客様の商品への需要動向及び商品在庫状況等を把握し

た上で、概ね６ヵ月前に商品企画及び仕入・生産委託計画の実行を行っております。そのため当社グループにお

いては、常に仕入・販売・在庫計画の実需予測に基づく計画とその実績の乖離要因の把握に努め、精度向上に努

めておりますが、お客様のニーズに合った商品を提供できなかったこと等の要因によりお客様の需要との乖離が

顕著に発生した場合には、結果として製品や商品在庫の陳腐化等により当社グループの財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。 

② 店舗展開について 

 当社グループは当連結会計年度末（平成17年８月31日）現在52店舗を運営しております。現在は集客力のある

商業施設及び都心部路面店への出店が中心になっておりますが、今後は都心部路面店への出店に注力していく計

画です。ただし、路面店物件で当社の出店条件に合致した物件がない場合、法的規制等により計画通りに出店で

きない場合、ならびに立地環境の変化等により収益性が低下して退店が必要となった場合には、当社グループの

財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(2）財政状態・経営成績等について 

仕入原価の変動について 

 当社グループの商品仕入については、直接及び間接の輸入による割合が大きく、その主な輸入先は中国及びイタ

リアとなっております。直接輸入取引についてはほとんど米ドル建で、間接輸入取引についてはすべて円建で行っ

ており、米ドル建ての場合は当社グループにおいて発注の都度為替予約を行い、為替相場変動の影響の軽減に努め

ております。しかし中長期的には、外国通貨の為替レートに変化が発生した場合には仕入原価が変動し、当社グル

ープの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 



(3）特有の法的規制等について 

個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）の影響について 

 当社グループはカード会員組織「オンリークラブカード」の運営に加えて、オーダースーツの注文の都度顧客の

個人情報の記載された注文書を入手しているため、多くの個人情報を保有しております。これらの情報の取扱につ

いては、情報管理者を選任し、個人情報保護方針等を公表し、その運用のための管理体制を整える等、個人情報の

外部漏洩に関しては細心の注意を払っております。 

 しかしながら、万一外部漏洩事件が発生した場合は、社会的信用問題及び賠償問題などにより、当社グループの

財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において、当社グループが判断したものでありま

す。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針及び見積の概要については、「第５ 経理の

状況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載され

ているとおりであります。 

(2）財政状態の分析 

① 資産、負債及び資本の状況 

当連結会計年度末の総資産の残高は、33億11百万円であります。 

 流動資産の残高は、23億25百万円であります。流動資産のうち主なものは、現金及び預金が10億１百万円、売掛

金が１億97百万円、たな卸資産が10億17百万円であります。 

 固定資産の残高は、９億85百万円であります。固定資産のうち主なものは、建物及び構築物が２億21百万円、差

入保証金が６億17百万円であります。それぞれに含まれる主な内容は、建物及び構築物が店舗建物の内部造作、差

入保証金が店舗物件賃貸に係る差入保証金であります。 

 流動負債の残高は、10億79百万円であります。流動負債のうち主なものは、買掛金が２億39百万円、１年以内返

済予定長期借入金が１億25百万円、１年以内償還予定社債が１億58百万円、未払法人税等が２億21百万円でありま

す。 

 固定負債の残高は、４億４百万円であります。固定負債のうち主なものは、社債が１億75百万円、長期借入金が

78百万円、役員退職慰労引当金が１億38百万円であります。 

 資本の部の残高は、18億27百万円であります。資本の部の内訳は、資本金６億93百万円、資本剰余金８億円、利

益剰余金３億33百万円であります。 

② 資金調達 

資金につきましては、自己資金、社債及び金融機関からの借入により賄っております。当連結会計年度末現在の

有利子負債は、５億37百万円となりました。その内訳は社債３億33百万円、長期借入金２億４百万円となっており

ます。 

③ キャッシュ・フロー 

キャッシュ・フローにつきましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要」に記載しております。 



(3）経営成績の分析 

当連結会計年度の業績は、都心部路面店への積極的な出店を実施したことや、上場キャンペーンの効果により、

60億79百万円となりました。また、売上原価は25億45百万円、販売費及び一般管理費は30億51百万円となりまし

た。 

この結果、営業利益は４億82百万円となりました。販売費及び一般管理費が増加いたしましたが、売上高増及び売

上総利益率の改善による売上総利益の増加で吸収したことが主な要因であります。 

 また、営業外収益は５百万円、営業外費用は44百万円となりました。営業外費用のうち主なものは、新株発行に

伴う新株発行費19百万円であります。これらの結果、経常利益は、４億43百万円となりました。 

 特別損失については、８百万円となりました。特別損失の内訳は、固定資産除却損３百万円、リース契約解約損

４百万円であります。 

 以上の結果、当期純利益は、２億45百万円となりました。 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について 

「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。 

(5）経営者の問題意識と今後の方針について 

「第２ 事業の状況 ３ 対処すべき課題」に記載のとおりであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度は、店舗数を拡大するため「ザ・スーパースーツストア」を９店舗、「インヘイル・エクスヘイ

ル」を１店舗、「スーツ・アンド・スーツ」を１店舗出店いたしました。一方で、「ザ・スーパースーツストア」を

３店舗、「スーツ・アンド・スーツ」を１店舗閉店いたしました。 

 これらの設備投資額は３億64百万円（賃貸借契約に係る差入保証金を含む）であり、その他主要な店舗什器設備に

つきましてはリース契約を締結しております。 

店舗の出退店等の状況 平成17年８月31日現在

会社名 業態 出店 退店 期末店舗数 

  ザ・スーパースーツストア 9 3 42

（株）オンリー インヘイル・エクスヘイル  1 － 7 

  スーツ・アンド・スーツ  1 1 3 

計 － 11 4 52 



２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 当社は国内に52店舗（平成17年８月31日現在）を運営しております。当社における主要な設備は次のとおりであ

り、全事業所の不動産契約は賃貸借契約により賃借しております。 

 （注）１．上記所在地の地方区分は都道府県別に次のとおりであります。 

北海道地方・・・北海道 

関東地方・・・・茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

中部地方・・・・静岡県、愛知県、富山県 

近畿地方・・・・滋賀県、奈良県、京都府、大阪府、兵庫県 

中国地方・・・・岡山県、広島県 

九州地方・・・・福岡県、大分県 

２．帳簿価額のうち「その他」には建設仮勘定は含んでおりません。なお、金額には消費税等を含めておりませ

ん。 

３．従業員数の（ ）内は外書きで臨時雇用者数の最近１年間の平均人数を示しております。 

  平成17年８月31日現在

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
事業所 
面積 
（㎡） 

帳簿価額（千円） 
従業員数
(人) 建物及び

構築物 
器具 
及び備品

土地 
(面積㎡)

その他 合計 

ザ・スーパースーツストア 

札幌エスタ店 

（札幌市中央区） 

販売設備 383.46 － － 
－ 

(－)
－ － 

5 

(  2)

ザ・スーパースーツストア 

日比谷店 

（東京都千代田区） 

関東地方他１８店舗 

販売設備 4,813.91 149,468 5,802 
－ 

(－)
－ 155,270 

67 

(  23)

ザ・スーパースーツストア 

名古屋店 

（名古屋市中区） 

中部地方他５店舗 

販売設備 2,003.25 17,822 2,254 
－ 

(－)
－ 20,077 

13 

(  8)

ザ・スーパースーツストア 

ＪＲ大阪駅店 

（大阪市北区） 

近畿地方他２０店舗 

販売設備 4,719.48 53,722 1,055 
－ 

(－)
－ 54,778 

77 

(  43)

ザ・スーパースーツストア 

広島アルパーク店 

（広島市西区） 

中国地方他１店舗 

販売設備 495.41 － － 
－ 

(－)
－ － 

5 

(  5)

ザ・スーパースーツストア 

福岡天神店 

（福岡市中央区） 

九州地方他２店舗 

販売設備 879.85 － － 
－ 

(－)
－ － 

10 

(  6)

本社 

（京都市下京区） 

統括業務

施設 
1,303.80 － 121 

－ 

(－)
－ 121 

21 

(  2)

東京事務所 

（東京都千代田区） 

統括業務

施設 
103.72 － 239 

－ 

(－)
－ 239 

3 

(  1)

枚方商品センター 

（大阪府枚方市） 
物流設備 2,364.07 － 1,109 

－ 

(－)
－ 1,109 

2 

(  23)



４．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

(2）国内子会社 

 （注）１．従業員数の（ ）内は外書きで臨時雇用者数の最近１年間の平均人数を示しております。 

２．帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具であります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社の設備投資計画については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設 

 （注）投資予定金額には、保証金及び消費税等は含んでおりません。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

名称 数量 リース期間 
リース契約残高 
（千円） 

ＰＯＳ及び基幹システム 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 ４～５年 21,923 

店舗什器備品 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 ３～４年 243,001 

テーラーメイドカー 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 ５年 2,936 

  平成17年８月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

帳簿価額（千円） 
従業員数
（人） 建物及び

構築物 
器具及び
備品 

土地 
(面積㎡)

その他 合計 

（株）オンリー

ファクトリー 

武雄工場 

（佐賀県武雄

市） 

紳士服及び婦

人服の製造販

売 

－ 111 
－ 

(－)
786 898 

44 

( 0)

 ① 提出会社  

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 

着手及び完了予定 

総額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

着手 完了 

＜ザ・スーパースーツストア＞             

本町店  

（大阪市中央区）  
販売設備  28,930 － 自己資金、リース 17年９月 17年９月 

栄店（仮称）  

（名古屋市中区）  
販売設備  19,000 － 自己資金、リース 17年11月 17年12月 

肥後橋店（仮称）  

（大阪市西区）  
販売設備   22,000 － 自己資金、リース 17年12月 17年12月 

その他３店舗  

（未定）  
販売設備   79,500 － 自己資金、リース     

＜BOGGI MILANO＞              

日本橋店  

（東京都中央区）  
販売設備   111,580 31,800 自己資金、リース 17年７月 17年９月 

その他２店舗  

（未定）  
販売設備   102,000 － 自己資金、リース     



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 30,000 

計 30,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成17年８月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年11月28日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 11,680 11,680 

大阪証券取引所 

（ニッポン・ニュー・マー

ケット－「ヘラクレス」） 

 － 

計 11,680 11,680 － － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．１株を80株に株式分割したものであります。 

２．有償第三者割当 1,060千株 

発行価格     800円 

資本組入額    400円 

主な割当先 三井物産㈱、ジェイエスブイシー投資事業有限責任組合、三菱商事㈱、ＮＶＣＣ関西１号投資

事業組合、りそなキャピタル１号投資事業有限責任組合、安田企業投資１号投資事業有限責任

組合、ＳＭＢＣキャピタル２号投資事業有限責任組合、ジャフコ・エル弐号投資事業有限責任

組合、他法人17社及び個人５名。 

３．第１回無担保社債（新株引受権付）の権利行使  100千株 

発行価格     50円 

資本組入額    25円 

４．第１回無担保社債（新株引受権付）の権利行使 2,390千株 

発行価格     50円 

資本組入額    25円 

５．500株を１株に株式併合したものであります。 

６．第１回無担保社債（新株引受権付）の権利行使    20株 

発行価格   25,000円 

資本組入額  12,500円 

７．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行株数    2,000株 

発行価格   275,000円 

資本組入額  95,625円 

払込金総額  504,900千円 

年月日 
発行済株式 
総数増減数
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 
（千円） 

平成13年３月31日 

（注１） 
1,264,000 1,280,000 － 16,000 － － 

平成14年３月１日 

（注２） 
1,060,000 2,340,000 424,000 440,000 424,000 424,000 

平成16年８月12日 

（注３） 
100,000 2,440,000 2,500 442,500 2,510 426,510 

平成17年１月28日 

（注４） 
2,390,000 4,830,000 59,750 502,250 59,989 486,499 

平成17年３月19日 

（注５） 
△4,820,340 9,660 － 502,250 － 486,499 

平成17年４月11日 

（注６） 
20 9,680 250 502,500 251 486,750 

平成17年７月８日 

（注７） 
2,000 11,680 191,250 693,750 313,650 800,400 



(4）【所有者別状況】 

(5）【大株主の状況】 

  平成17年８月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状
況（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数（人） － 1 8 40 1 2 1,589 1,641 11

所有株式数 
      （株） 

－ 298 401 887 7 3 10,079 11,675 5

所有株式数の 
割合   (％) 

－ 2.55 3.43 7.60 0.06 0.03 86.33 100.0 －

  平成17年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

中西 浩一  滋賀県大津市比叡平1-27-12 4,245.60 36.35

三井物産株式会社  東京都中央区晴海1-8-12  600.00 5.14 

大阪証券金融株式会社  大阪市中央区北浜2-4-6  298.00 2.55 

亀井 芳郎  兵庫県宝塚市山本台3-3-1  290.00 2.48 

中西 元美  滋賀県大津市比叡平1-27-12 260.00 2.23 

菱田 哲也 東京都世田谷区駒沢1-2-33-505  260.00 2.23 

松井証券株式会社  東京都千代田区麹町1-4  199.00 1.70 

土屋 敦子  千葉県流山市江戸川台東2-6-5-1-301  160.00 1.37 

中西 浩之  滋賀県大津市比叡平1-27-12  160.00 1.37 

田城 弘志  大阪府枚方市走谷1-25-15-209  150.00 1.28 

－ 計 6,622.60 56.70 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成17年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,675 11,675 － 

端株 普通株式   5 － － 

発行済株式総数 11,680 － － 

総株主の議決権 － 11,675 － 

  平成17年８月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

 当該制度は、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社ならびに当社子会社の取締役、監査役及

び従業員に対して、特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成17年11月25日の定時株主総会に

おいて特別決議されたものであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

（注）１．なお、第29期定時株主総会終結後に当社が株式分割または株式併合を行う場合、新株予約権の目的たる株式

の数は次の算式により調整する。ただし、この調整は本件新株予約権のうち当該時点で権利行使または消却し

ていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整により生じる１株未満の端数は切り捨て

る。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

決議年月日 平成17年11月25日 

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社ならびに当社子会社の取締役、監査役及び従業員 

なお、人数等の詳細につきましては第29期定時株主総会以後の取締役会に

て決定いたします。 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 800株を上限とする。（注）１． 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２．  

新株予約権の行使期間 
自 平成19年11月26日 

至 平成22年11月25日 

新株予約権の行使の条件 

① 対象者は、新株予約権の行使時においても、当社ならびに当社子会社

の取締役、監査役、従業員またはこれに準じる地位（以下「権利行使資

格」という。）を保有していることを要する。 

②(ｉ) ①にかかわらず、対象者が新株予約権の行使期間の開始前に死亡

した場合、新株予約権の行使期間開始後１年を経過する日までの期

間に限り、対象者の相続人は、未行使の新株予約権を行使すること

ができる。 

(ⅱ) また、①にかかわらず、対象者が新株予約権の行使期間の開始後

に死亡した場合、対象者死亡後１年を経過する日までの期間に限

り、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使

することができる。 

③ 対象者に法令、定款もしくは社内規則に違反する重大な行為があった

場合または対象者が当社と競業関係にある会社の取締役、監査役、使用

人、嘱託、顧問またはコンサルタントとなった場合等、新株予約権の発

行の目的上対象者に新株予約権を行使させることが相当でないとされる

事由として当社取締役会決議で定める事由が生じた場合は、新株予約権

を行使することができないものとする。 

④ ③の条件は、その性質に反しない限り対象者の相続人に対しても適用

される。 

⑤ その他の条件については、株主総会及び新株予約権発行にかかる取締

役会の決議に基づき、当社と対象者との間で締結する新株予約権の割当

に関する契約に定めるところによる。  

新株予約権の譲渡に関する事項 

① 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 

② 新株予約権の譲渡に関し、当社と対象者との間で個別に締結する新株

予約権の割当に関する契約に別途の規定がある場合には、当該規定の定

めるところによる。  



２．新株予約権１個当たりの払込みをすべき金額は、次により決定される１株当たりの払込金額（以下「行使価

額」という。）に新株予約権１個につき割り当てられる株式数を乗じた額とする。行使金額は、新株予約権発

行日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の株式会社大阪証券取引所における当社株式普

通取引の終値の平均値に1.05を乗じた価額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、当該価額が、新株予

約権発行日の株式会社大阪証券取引所における当社株式普通取引の終値を下回る場合は、新株予約権発行日の

終値とする。 

 なお、新株予約権発行日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 また、時価を下回る価額で新株式の発行または当社が保有する自己株式の処分（但し、新株予約権の行使に

より新株式を発行または自己株式を処分する場合を除く。）を行う場合は、次の算式によりその時点にお 

ける行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。  

   また、時価を下回る価額により新株式の発行または自己株式の移転を受けることができる新株予約権または

新株予約権が付された新株予約権付社債の発行が行われる場合にも適宜調整される。 

  更に、①当社が他社と吸収合併を行う場合において、合併契約書により新株予約権を存続会社において承継

することが認められたとき、または②当社が会社分割を行う場合において、分割によって設立された会社 

もしくは分割によって営業を承継する会社が新株予約権にかかる当社の義務を承継する場合、当社は必要と認

める行使価額の調整を行う。 

調整後行使金額 ＝ 調整前行使金額 × 
１ 

分割・併合の比率

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使金額 ＝ 調整前行使金額 × 
１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主各位に対する安定的かつ継続的な利益還元を重要政策の一つとして考えております。将来の事業展開

と経営体質の強化のために必要な内部留保の充実に努めるとともに、配当につきましても安定的な配当の継続を業績

に応じて実施していくことを基本方針といたします。 

 第29期事業年度（平成17年８月期）の利益配当金につきましては、上記の方針に基づき、普通配当4,000円に、上

場記念配当500円を加え、合計4,500円の配当を実施いたしました。この結果、第29期事業年度の配当性向は15.4％と

なりました。 

 また、内部留保資金につきましては、今後の開店資金ならびに既存店舗の改装資金等に充当し、業績の向上、経営

効率の改善に努め、競争力のさらなる強化に取り組んでまいります。  



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。

なお、平成17年７月８日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事

項はありません。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。

なお、平成17年７月８日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事

項はありません。 

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期 

決算年月 平成13年８月 平成14年８月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 

最高（円） － － － － 650,000 

最低（円） － － － － 330,000 

月別 平成17年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） － － － － 650,000 416,000 

最低（円） － － － － 388,000 330,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役会長   中西 浩一 昭和21年９月15日生 

昭和39年10月 紳士服渡辺入社 

昭和45年９月 紳士服中西設立 

昭和51年６月 当社設立、代表取締役社長 

平成14年６月 代表取締役会長（現任） 

平成16年６月 株式会社オンリーファクトリー代

表取締役社長（現任） 

4,245.60 

代表取締役社長   亀井 芳郎 昭和28年８月５日生 

昭和51年４月 三喜商事株式会社入社 

昭和63年４月 クリィツィアウオモ部長 

平成７年７月 経営企画室長兼企画開発部長 

平成９年７月 ヒルトンタイム部長 

平成11年９月 当社入社 

平成12年９月 取締役インヘイル・エクスヘイル

事業本部長 

平成13年９月 取締役副社長兼営業推進部長 

平成14年３月 取締役副社長 

平成14年６月 代表取締役社長（現任） 

平成16年６月 株式会社オンリーファクトリー取

締役（現任） 

290.00 

常務取締役 管理部長  田城 弘志 昭和40年３月15日生 

昭和63年４月 株式会社幸福銀行入行 

平成５年４月 鴫野支店業務課長 

平成８年10月 京都支店業務第二課長 

平成９年４月 本店営業企画部主査 

平成12年２月 当社入社 

平成12年９月 取締役管理本部長 

平成13年９月 常務取締役企画管理部長 

平成14年12月 常務取締役商品物流部長 

平成15年９月 常務取締役管理本部長 

平成16年６月 株式会社オンリーファクトリー監

査役（現任） 

平成16年９月 常務取締役管理部長（現任） 

150.00 

常務取締役 営業部長  河村 伸 昭和30年８月28日生 

昭和49年10月 株式会社メンズショップクリヤ入

社 

平成５年１月 同社常務取締役 

平成15年９月 当社入社 東京営業第一部長 

平成15年11月 営業第一部長 

平成16年３月 常務取締役営業第一部長 

平成16年９月 常務取締役営業部長（現任） 

80.00 

取締役   菱田 哲也 昭和30年５月６日生 

昭和57年12月 アーサーアンダーセンアンドカン

パニー入社 

昭和62年３月 ジェムアソシエイツ株式会社設立 

 代表取締役（現任） 

平成９年５月 パシフィックマネジメント株式会

社取締役就任（現任） 

平成13年５月 当社取締役（現任） 

260.00 

 



（注）監査役橋本光一氏、津村俊雄氏、大田保廣氏及び松﨑等氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する

法律」第18条第１項に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役   白波 久 昭和26年６月16日生 

昭和43年４月 白石洋服店入社 

昭和51年５月 リムス株式会社入社 

平成２年６月 株式会社アルタモーダ設立 

 常務取締役 

平成17年６月 当社入社 製造技術室長 

兼株式会社オンリーファクトリー

常務取締役 

平成17年９月 株式会社オンリーファクトリー 

 常務取締役（現任） 

平成17年11月 当社取締役（現任） 

6.00 

取締役   岡崎 太郎 昭和45年１月17日生 

平成12年１月 有限会社ピクトシステム設立  

 代表取締役社長 

平成12年12月 株式会社ピクトシステムに変更 

 代表取締役社長 

平成13年９月 株式会社ジモス取締役 

平成14年２月 同社常務取締役ＹＲＳ推進室長 

平成15年４月 同社取締役 

平成16年７月 株式会社アイティマネジメント 

 設立 会長（現任） 

平成16年12月 株式会社オンリーファクトリー 

 取締役（現任） 

平成17年11月 当社取締役（現任） 

－ 

常勤監査役   橋本 光一 昭和22年８月24日生 

昭和45年４月 株式会社ワコール入社 

昭和61年９月 経理課長 

平成６年９月 内部監査部参事 

平成10年４月 カタログ販売事業部事業管理課長 

平成11年９月 監査室参事 

平成14年12月 ワコールサービス株式会社入社 

 総務経理課長 

平成17年11月 当社常勤監査役（現任） 

－ 

監査役   津村 俊雄 昭和16年１月16日生 

昭和35年３月 大蔵省入省 

平成７年７月 浪速税務署長 

平成10年７月 門真税務署長 

平成11年10月 津村税理士事務所開業（現任） 

平成14年６月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役   大田 保廣 昭和17年12月１日生 

昭和38年８月 大蔵省入省 

平成10年７月 海南税務署長 

平成12年７月 富田林税務署長 

平成13年８月 大田税理士事務所開業（現任） 

平成14年６月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役   松﨑 等 昭和17年４月22日生 

昭和36年10月 大阪府警察官任官 

平成２年４月 経営コンサルタント自営 

平成11年３月 有限会社ピー・ディー・シー設立 

 代表取締役社長（現任） 

平成11年４月 行政書士登録（現任） 

平成17年11月 当社監査役（現任） 

－ 

計 5,031.60 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は株主の皆様より提供された資本を安全に正しくかつ有効に活用し、公正な収益から生まれる利益を「株主

の皆様」「お客様」「従業員」へ適正配分するために、企業理念に掲げる「仲間」「正直」「シンプル」な経営を

目指しております。 

 その実践のため、内部牽制が有効に働く組織の構築、監査及び適時開示体制の充実等を重要な経営課題と考えて

おります。 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況（平成17年８月31日現在） 

会社の経営上の意思決定、執行及び監督にかかる経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督にかかる経営管理組織 

 当社は、経営の透明性を高めることを目的に社外取締役を１名配置しており、監査役の体制につきましては、

常勤監査役１名及び監査役２名の合計３名（いずれも社外監査役）により構成されております。なお、平成17年

11月25日の定時株主総会において、監査役１名が辞任するとともに２名が新たに選任されており、今後は常勤監

査役１名及び監査役３名の合計４名（いずれも社外監査役）により監査役会を構成いたします。 

 商法上の機関である取締役会は、社外取締役１名を含む５名で構成されております。毎月１回の定例開催及び

その他必要に応じて臨時に開催しており、経営の方針、法令及び取締役会規程に定める重要事項の決議とともに

業績進捗等の業務報告を適時行っております。３名の監査役は全員が同会へ出席し、決議及び取締役の報告・審

議内容について法令並びに監査役会規程に照らして各自が広範な視野から独自に適法性監査を実施しておりま

す。なお、平成17年11月25日の定時株主総会において、取締役２名が新たに選任されております。 

  また、取締役にチームリーダーを加えた構成により経営会議を隔週開催しております。 

② その他のコーポレート・ガバナンス体制 

 組織の内部牽制の有効性のチェックを目的として、社長直轄の内部監査室を設置しております。同室が策定す

る計画に基づき、同室及び社長が他部署より指名する複数の内部監査人によって内部監査を実施しております。

 また、監査法人トーマツと証券取引法に基づく監査について監査契約を締結し、財務諸表に関して同監査法人

の監査を受けております。なお、当事業年度における会計監査の体制は以下のとおりです。 

 その他、弁護士１名、税理士１名及び社会保険労務士１名と顧問契約を締結して経営判断に必要な法令面での

助言と指導を受けております。 

③ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外取締役である菱田哲也氏は、平成17年８月31日現在で発行済株式総数の2.23％を保有する株主でありま

す。その他は人的関係、資本関係または取引関係等の利害関係はありません。 

④ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近の１年間における実施状況 

 当社では取締役会を原則月１回の定時取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締

役会は取締役５名（うち社外取締役１名）で構成され、経営の方針、法令で定められた事項及びその他経営に関

する重要事項を決定するとともに、業務執行状況を監督する機関と位置付け、運用を行っております。なお、監

査役は随時、取締役会へ参加し意見を述べております。 

 また、業務遂行を円滑に行うため経営会議を開催し、月次業務執行報告と課題検討を行い、常時、業務及び執

行の厳正な監視を行っており、必要に応じ監査役及び担当者が参加しております。 

 業務を執行した公認会計士の氏名  大西 寛文、西村 猛 

 会計監査業務に係る補助者の構成  公認会計士７名、会計士補４名 



(3）役員報酬及び監査報酬 

 当事業年度（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日）における当社の取締役及び監査役に対する役員報

酬並びに監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであります。 

（注）上記のほか、株主総会決議に基づく退職慰労金の支払いは次のとおりであります。 

役員報酬   

社内取締役（４名）に対する報酬 49,680千円

社外取締役（１名）に対する報酬 2,400千円

社外監査役（３名）に対する報酬 4,920千円

社内取締役（１名）に対して支払った退職慰労金 1,863千円

社内監査役（１名）に対して支払った退職慰労金 427千円

監査法人に対する監査報酬   

監査契約に基づく監査証明に係る報酬 13,000千円

上記以外の報酬 1,500千円



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3）当連結会計年度（平成16年９月１日から平成17年８月31日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以

下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、

前連結会計年度との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成16年９月１日から平成17年８月31日ま

で）の連結財務諸表並びに第28期事業年度（平成15年９月１日から平成16年８月31日まで）及び第29期事業年度（平

成16年９月１日から平成17年８月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。

 なお、第28期事業年度に係る監査報告書は、平成17年６月10日提出の有価証券届出書に添付されたものによってお

ります。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
当連結会計年度 

（平成17年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金  1,001,395

２  売掛金  197,117

３．たな卸資産  1,017,254

４．繰延税金資産  108,102

５．その他  1,790

流動資産合計  2,325,660 70.2

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産  

(1）建物及び構築物  296,672

減価償却累計額  75,658 221,013

(2）車両運搬具  1,100

減価償却累計額  313 786

(3）器具及び備品  22,989

減価償却累計額  12,294 10,694

(4）建設仮勘定  33,390

有形固定資産合計  265,884 8.0

２．無形固定資産  5,428 0.2

３．投資その他の資産  

(1）繰延税金資産  61,755

(2）差入保証金  617,670

(3）その他  37,739

貸倒引当金  △3,085

投資その他の資産合計  714,079 21.6

固定資産合計  985,393 29.8

資産合計  3,311,053 100.0 

   
 



   
当連結会計年度 

（平成17年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．買掛金  239,802

２．１年以内返済予定長期
借入金 

 125,996

３．１年以内償還予定社債  158,000

４．未払法人税等  221,280

５．ポイント引当金  40,456

６．その他  293,587

流動負債合計  1,079,122 32.6

Ⅱ 固定負債  

１．社債  175,000

２．長期借入金  78,853

３．退職給付引当金  12,454

４．役員退職慰労引当金  138,301

固定負債合計  404,608 12.2

負債合計  1,483,731 44.8

   

（資本の部）  

Ⅰ 資本金 ※１  693,750 21.0

Ⅱ 資本剰余金  800,400 24.2

Ⅲ 利益剰余金  333,172 10.0

資本合計  1,827,322 55.2

負債資本合計  3,311,053 100.0 

   



②【連結損益計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高  6,079,553 100.0 

Ⅱ 売上原価  2,545,793 41.9

売上総利益  3,533,759 58.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  3,051,505 50.2

営業利益  482,253 7.9

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息  45

２．受取配当金  15

３．為替差益  155

４．違約金収入  4,935

５．その他  353 5,504 0.1

Ⅴ 営業外費用  

１．支払利息  14,222

２．社債利息  1,491

３．社債発行費償却  5,966

４．新株発行費  19,446

５．雑損失  2,919 44,046 0.7

経常利益  443,711 7.3

Ⅵ 特別損失  

１．固定資産除却損  ※２ 3,209

２．店舗解約損  1,300

３．リース契約解約損  4,382 8,892 0.1

税金等調整前当期純利
益 

 434,819 7.2

法人税、住民税及び事
業税 

 219,877

法人税等調整額  △30,547 189,330 3.2

当期純利益  245,489 4.0

   



③【連結剰余金計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  426,510

Ⅱ 資本剰余金増加高  

増資による新株式の発
行 

 373,890 373,890

Ⅲ 資本剰余金期末残高  800,400

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  112,811

Ⅱ 利益剰余金増加高  

当期純利益  245,489 245,489

Ⅲ 利益剰余金減少高  

配当金  19,520

新規連結に伴う減少高  5,608 25,128

Ⅳ 利益剰余金期末残高  333,172

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
当連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益   434,819

減価償却費   52,308

ポイント引当金の増加額   20,958

退職給付引当金の増加額   3,094

役員退職慰労引当金の増加額   7,618

受取利息及び受取配当金   △60

支払利息   15,714

為替差益   △262

社債発行費償却   5,966

新株発行費   19,446

有形固定資産除却損   3,209

店舗解約損   1,300

売上債権の増加額   △30,686

たな卸資産の減少額   32,493

仕入債務の増加額   88,835

前受金の増加額   8,289

その他の増減額   86,575

小計   749,620

利息及び配当金の受取額   38

利息の支払額   △15,284

法人税等の支払額   △36,253

営業活動によるキャッシュ・フロー   698,120

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出   △74,529

固定資産の取得による支出   △201,677

差入保証金の支払による支出   △179,301

差入保証金の回収による収入   92,862

その他   △6,703

投資活動によるキャッシュ・フロー   △369,350

 



    
当連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額   △200,000

長期借入金の返済による支出   △374,213

社債の償還による支出   △146,000

株式の発行による収入   605,453

配当金の支払額   △19,520

財務活動によるキャッシュ・フロー   △134,279

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   262

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   194,753

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   723,632

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等
物の期首残高 

  8,480

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高  ※ 926,865

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

  

  

(1）連結子会社の数       １社 

連結子会社名 

（株）オンリーファクトリー 

 なお、（株）オンリーファクト

リーについては、重要性が増加し

たことから、当連結会計年度から

連結子会社としております。 

  

  

(2）非連結子会社 

 該当する会社はありません。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① デリバティブ 

 時価法 

  ② たな卸資産 

商品 

 移動平均法による原価法 

製品 

 総平均法による原価法 

材料 

 移動平均法による原価法 

仕掛品 

 総平均法による原価法 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

  ① 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物   10～15年 

器具備品 ３～８年 

  ② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。な

お、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

（５年）によっております。 

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。 

  ② ポイント引当金 

 「オンリークラブカード」制度に

基づき、購入金額に応じて顧客へ付

与したポイントの将来の利用に備え

るため、直近の使用実績率により将

来使用すると見込まれる額を計上し

ております。 

  ③ 退職給付引当金 

 当社は、従業員の退職給付に備え

るため、期末における退職給付債務

見込額（簡便法）に基づき必要額を

計上しております。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

 当社は、役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

  (4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

  (5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますので、

特例処理を採用しております。ま

た、為替予約が付されている外貨建

金銭債務については、振当処理を行

っております。 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

金利スワップ  借入金の利息 

為替予約    外貨建金銭債務 

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

  ③ ヘッジ方針 

 金利及び為替等の相場変動に伴う

リスクの軽減を目的に金利及び通貨

に係るデリバティブ取引を行ってお

ります。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

・金利スワップの特例処理の要件

を満たしているので決算日にお

ける有効性の評価を省略してお

ります。 

・為替予約の締結時に、リスク管

理方針に従って為替予約を振当

てており、その後の為替相場の

変動による相関関係は完全に確

保されているので決算日におけ

る有効性の評価を省略しており

ます。 

  (6）その他連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定は、当該勘定が発生した

期に全額償却しております。  

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 
（平成17年８月31日） 

※１．当社の発行済株式総数は、普通株式11,680株であ

ります。 

当連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。  

役員報酬  61,500千円 

給与・賞与     729,773千円 

退職給付費用  6,310千円 

役員退職慰労引当金繰入額  9,910千円 

地代家賃  1,061,162千円 

リース料  227,328千円 

減価償却費  52,217千円 

※２．固定資産除却損は次のとおりであります。 

  

建物 3,004千円  

器具及び備品 204千円  

当連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,001,395千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △74,529千円

現金及び現金同等物 926,865千円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

当連結会計年度（平成17年８月31日） 

  当社グループは有価証券を保有しておりませんので、該当事項はありません。 

当連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

車両運搬具 3,460 865 2,595

器具及び備品 488,325 249,386 238,939

ソフトウェア 44,328 23,921 20,406

合計 536,113 274,172 261,940

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 105,038千円

１年超 162,824千円

合計 267,862千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 208,088千円

減価償却費相当額 195,031千円

支払利息相当額 9,588千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

当連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

(1）取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワ

ップ取引、為替予約であります。 

(2）取引に対する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の金利及び為替相

場の変動によるリスク回避を目的としており、投機的

な取引は行わない方針であります。 

(3）取引の利用目的 

 当社は、借入金利等の将来の金利市場における利率

上昇による変動リスクを軽減するため、金利スワップ

取引を行っております。 

 また、通常の営業過程における輸入取引の為替相場

の変動によるリスクを軽減するため、為替予約取引を

行っております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

 なお、金利スワップ取引については特例処理を、為

替予約取引については振当処理を行っております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）  （ヘッジ対象） 

金利スワップ   借入金の利息 

為替予約     外貨建金銭債務等 

③ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワ

ップ取引を行い、また、外貨建取引の為替相場の変動

リスクを回避する目的で為替予約取引を行っており、

ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満たしているので

決算日における有効性の評価を省略しております。 

 また、為替予約の締結時に、リスク管理方針に従っ

て、米貨建及びユーロ建による同一金額以下で同一期

日の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の

為替相場の変動による相関関係は完全に確保されてい

るので決算日における有効性の評価を省略しておりま

す。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引には、市場金利の変動によるリス

ク、為替予約取引においては、為替相場の変動による

リスクをそれぞれ有しております。 

 なお、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用

度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行

による信用リスクは、ほとんどないと判断しておりま

す。 

 



２．取引の時価等に関する事項 

当連結会計年度（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日） 

  当社グループのデリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社の退職給付制度は、社内規定に基づき、退職時までの勤続年数や給与等に基づき算定された退職金を社

内資金から支払うことになっております。 

 なお、連結子会社の（株）オンリーファクトリーは武雄商工会議所の特定退職金共済制度に加入しておりま

す。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当社は簡便法を採用しておりますので、割引率等については該当ありません。 

当連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。 

  
当連結会計年度 

（平成17年８月31日） 

  千円 

(1）退職給付債務 12,454 

(2）退職給付引当金 12,454 

  
当連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

  千円 

(1）勤務費用 6,310 

(2）退職給付費用 6,310 



（税効果会計関係） 

当連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

(1）流動資産 

商品 59,887千円

未払事業税 18,854千円

ポイント引当金 16,417千円

未払賞与  10,511千円

その他 2,432千円

繰延税金資産（流動）合計 108,102千円

(2）固定資産 

役員退職慰労引当金 56,122千円

退職給付引当金 4,914千円

その他 718千円

繰延税金資産（固定）合計 61,755千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久差異 0.4％

住民税均等割 6.5％

税務上の繰越欠損金 △3.7％

その他 △0.3％

税効果会計適用後の法人税等負担率 43.5％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日） 

 当社グループは、同一セグメントに属する紳士服及び関連商品の製造・販売事業を行っており、当該セグメ

ント以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当連結会計年度（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

当連結会計年度（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日） 

      該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象）  

当連結会計年度（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日） 

  該当事項はありません。 

当連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

１株当たり純資産額 156,448円84銭 

１株当たり当期純利益金額 30,596円67銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、期中平均株価が算定できない上場前に新株

引受権の残高がなくなったため、記載しておりませ

ん。 

  
当連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当期純利益（千円） 245,489 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） 

普通株式に係る当期純利益（千円） 245,489 

期中平均株式数（株） 8,023 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

  

───────  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．当期末残高の（ ）内は、内書きで１年以内償還予定額であります。 

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。  

会社名 銘柄 発行年月日 前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率
（％） 担保 償還期限 

 （株）オンリー 第２回無担保社債 
平成14年 

11月29日 

125,000 

(50,000)

75,000 

(50,000)
0.47 なし 

平成18年 

11月29日 

 （株）オンリー 第３回無担保社債 
平成14年 

12月26日 
150,000 150,000 0.46 なし 

平成19年 

12月26日 

 （株）オンリー 第４回無担保社債 
平成15年 

３月27日 

204,000 

(96,000)

108,000 

(108,000)
0.24 なし 

平成18年 

３月27日 

合計 － － 
479,000 

(146,000)

333,000 

(158,000)
－ － － 

１年以内 
（千円） 

１年超２年以内
（千円） 

２年超３年以内
（千円） 

３年超４年以内
（千円） 

４年超５年以内
（千円） 

158,000 25,000 150,000 － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 200,000 － －   

１年以内返済予定長期借入金 269,727 125,996 1.8   

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 309,335 78,853 1.8 平成18年～19年 

その他の有利子負債 － － －   

計 779,092 204,849 － － 

  
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 73,853 5,000 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成16年８月31日） 
当事業年度 

（平成17年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金 ※1   723,632     948,194   

２．売掛金     166,430     197,074   

３．商品     847,030     847,514   

４．材料     191,049     51,482   

５．前払費用     3,385     1,078   

６．繰延税金資産     82,761     107,817   

７．その他     1,454     712   

流動資産合計     2,015,743 72.1   2,153,874 65.2 

Ⅱ 固定資産               

(1）有形固定資産               

１．建物   154,213     296,672     

減価償却累計額   32,707 121,505   75,658 221,013   

２．器具及び備品   18,133     22,504     

減価償却累計額   8,866 9,266   11,921 10,582   

３．建設仮勘定     －     33,390   

有形固定資産合計     130,771 4.7   264,986 8.0 

(2）無形固定資産               

１．ソフトウェア     196     365   

２．電話加入権     4,858     4,858   

無形固定資産合計     5,054 0.2   5,223 0.2 

(3）投資その他の資産               

１．関係会社株式     16,298     16,298   

２．出資金     276     376   

３．関係会社長期貸付金     －     147,500   

４．破産更生債権     8,545     3,085   

５．長期前払費用     14,944     14,508   

６．繰延税金資産     56,550     61,755   

７．差入保証金     532,530     617,670   

８．保険積立金     17,254     19,768   

貸倒引当金     △8,545     △3,085   

投資その他の資産合計     637,854 22.8   877,877 26.6 

固定資産合計     773,680 27.7   1,148,086 34.8 

Ⅲ 繰延資産               

１．社債発行費     5,966     －   

繰延資産合計     5,966 0.2   － － 

資産合計     2,795,390 100.0   3,301,961 100.0 

    
 



    
前事業年度 

（平成16年８月31日） 
当事業年度 

（平成17年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金 ※2   149,775     239,390   

２．短期借入金     200,000     －   

３．１年以内返済予定長期
借入金 

    269,727     125,996   

４．１年以内償還予定社債     146,000     158,000   

５．未払金 ※2   34,974     84,955   

６．未払費用     53,252     66,103   

７．未払法人税等     23,929     217,347   

８．未払消費税等     30,576     38,268   

９．前受金     81,195     89,485   

10．預り金     6,784     15,825   

11．前受収益     －     233   

12．ポイント引当金     19,497     40,456   

13．新株引受権     240     －   

14．その他     15,239     －   

流動負債合計     1,031,191 36.9   1,076,061 32.6 

Ⅱ 固定負債               

１．社債     333,000     175,000   

２．長期借入金     309,335     78,853   

３．退職給付引当金     9,359     12,454   

４．役員退職慰労引当金     130,682     138,301   

固定負債合計     782,377 28.0   404,608 12.2 

負債合計     1,813,568 64.9   1,480,670 44.8 

    

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※4   442,500 15.8   693,750 21.0 

Ⅱ 資本剰余金               

資本準備金   426,510     800,400     

資本剰余金合計     426,510 15.3   800,400 24.2 

Ⅲ 利益剰余金               

１．利益準備金   4,000     4,000     

２．任意積立金               

(1）別途積立金   38,300     38,300     

３．当期未処分利益   70,511     284,840     

利益剰余金合計     112,811 4.0   327,140 10.0 

資本合計     981,821 35.1   1,821,290 55.2 

負債資本合計     2,795,390 100.0   3,301,961 100.0 

    



②【損益計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     5,130,667 100.0   6,078,989 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１．期首商品たな高   1,043,035     847,030     

２．期首材料たな高   －     191,049     

３．当期商品仕入高   1,928,006     1,576,950     

４．当期材料仕入高 ※1 204,648     207,781     

５．当期外注工賃   188,614     667,608     

合計   3,364,303     3,490,420     

６．他勘定振替高 ※2 －     3,610     

７．期末商品たな卸高   847,030     847,514     

８．期末材料たな卸高   191,049 2,326,225 45.3 51,482 2,587,813 42.6 

売上総利益     2,804,442 54.7   3,491,176 57.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※3   2,547,418 49.7   3,024,996 49.7 

営業利益     257,024 5.0   466,180 7.7 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   38     139     

２．受取配当金   5     15     

３．受取保険金   838     －     

４．為替差益   621     183     

５．違約金収入   －     4,935     

６．雑収入   710 2,213 0.0 327 5,599 0.0 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   18,595     13,649     

２．社債利息   2,723     1,491     

３．社債発行費償却   5,966     5,966     

４．新株発行費   －     19,446     

５．雑損失   4,001 31,287 0.6 2,803 43,357 0.7 

経常利益     227,950 4.4   428,423 7.0 

Ⅵ 特別損失               

１．固定資産売却損 ※4 107,034     －     

２．固定資産除却損 ※5 11,478     3,209     

３．店舗解約損   6,057     1,300     

４．リース契約解約損   2,910 127,481 2.4 4,382 8,892 0.1 

税引前当期純利益     100,469 2.0   419,531 6.9 

法人税、住民税及び事
業税 

  23,923     215,944     

法人税等調整額   △31,960 △8,037 △0.1 △30,262 185,682 3.1 

当期純利益     108,506 2.1   233,848 3.8 

前期繰越利益又は前期
繰越損失（△） 

    △37,994     50,991   

当期未処分利益     70,511     284,840   

    



③【キャッシュ・フロー計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益   100,469 

減価償却費   26,257 

貸倒引当金の増加額   2,733 

ポイント引当金の増加額   14,445 

退職給付引当金の増加額   966 

役員退職慰労引当金の増加額   5,510 

受取利息及び受取配当金   △43 

支払利息   21,318 

社債発行費償却   5,966 

有形固定資産売却損   107,034 

有形固定資産除却損   11,478 

店舗解約損   6,057 

売上債権の減少額   33,621 

たな卸資産の減少額   10,649 

仕入債務の減少額   △69,881 

前受金の増加額   59,543 

設備支払手形の減少額   △10,640 

その他   28,212 

小計   353,699 

利息及び配当金の受取額   43 

利息の支払額   △22,749 

法人税等の支払額   △4,130 

営業活動によるキャッシュ・フロー   326,863 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産売却による収入   50,375 

固定資産取得による支出   △110,636 

関係会社株式取得による支出   △12,998 

差入保証金の支払による支出   △116,142 

差入保証金の回収による収入   92,760 

その他   △13,377 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △110,018 

 



    
前事業年度 

（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入   200,000 

長期借入金の返済による支出   △403,329 

社債の償還による支出   △146,000 

株式の発行による収入   5,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △344,329 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額   △127,483 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   851,116 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 723,632 

    



④【利益処分計算書】 

    
前事業年度 

（株主総会承認日 
  平成16年11月25日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 

  平成17年11月25日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益     70,511   284,840 

Ⅱ 利益処分額           

１．配当金   19,520 19,520 52,560 52,560 

Ⅲ 次期繰越利益     50,991   232,280 

    



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式 

 移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

子会社株式 

同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

 時価法により評価しております。 

デリバティブ 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1）商品 

同左 

  (2）材料 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(2）材料 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）によっており

ます。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物   10～15年 

器具備品 ３～８年 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物   10～15年 

器具備品 ３～８年 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。なお、

自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に

よっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

５．繰延資産の処理方法 (1）社債発行費 

 商法施行規則の規定に基づく最長期

間（３年間）で均等額を償却しており

ます。 

(1）社債発行費 

同左 

  (2)  

─────── 

(2) 新株発行費  

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）ポイント引当金 

 「オンリークラブカード」制度に基

づき、購入金額に応じて顧客へ付与し

たポイントの将来の利用に備えるた

め、将来使用すると見込まれる額を計

上しております。 

(2）ポイント引当金 

 「オンリークラブカード」制度に基

づき、購入金額に応じて顧客に付与し

たポイントの将来の利用に備えるた

め、直近の使用実績率により将来使用

されると見込まれる額を計上しており

ます。 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、期

末における退職給付債務見込額（簡便

法）に基づき必要額を計上しておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。また、為替

予約が付されている外貨建金銭債務に

ついては、振当処理を行っておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

金利スワップ  借入金の利息 

為替予約    外貨建金銭債務 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 金利及び為替等の相場変動に伴うリ

スクの軽減を目的に金利及び通貨に係

るデリバティブ取引を行っておりま

す。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

・金利スワップの特例処理の要件を

満たしているので決算日における

有効性の評価を省略しておりま

す。 

・為替予約の締結時に、リスク管理

方針に従って為替予約を振当てて

おり、その後の為替相場の変動に

よる相関関係は完全に確保されて

いるので決算日における有効性の

評価を省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

  

─────── 

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年８月31日） 

当事業年度 
（平成17年８月31日） 

※１．担保資産及び担保付債務 ※１． 

 担保に供している資産は次のとおりであります。  ─────── 

定期預金 20,000千円

計 20,000千円

 

 担保付債務は次のとおりであります。   

短期借入金 200,000千円

１年以内返済予定長期借入金 15,996千円

長期借入金 17,349千円

計 233,345千円

 

※２． ※２．関係会社項目 

 ─────── 
  関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。  

    買掛金   41,117千円 

     未払金    7,725千円 

 ３． 

 ─────── 

 ３．偶発債務 

 下記の子会社のリース債務及び輸入信用状開設に

対し保証を行っております。 

 

 上記のほか、子会社の為替予約取引について債務

保証しております。 

保証先 金額（千円） 内容 

（株）オンリー 

 ファクトリー  
4,558 リース債務  

（株）オンリー 

 ファクトリー 
63,314 銀行取引債務 

合計 67,873  

※４．授権株式数及び発行済株式総数 ※４．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 5,120,000株

発行済株式総数 普通株式 2,440,000株

授権株式数 普通株式 30,000株

発行済株式総数 普通株式 11,680株



（損益計算書関係） 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

※１．生産委託先が使用する材料（生地）を指定するた

めに当社が一括購入し、生産委託先に供給しており

ます。 

※１．生産委託先が使用する材料（生地）を指定するた

めに当社が一括購入し、生産委託先に供給しており

ます。 

※２． 

 ─────── 

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 3,610千円

※３．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※３．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

役員報酬 54,820千円

給与・賞与 547,801千円

退職給付費用  6,127千円

役員退職慰労引当金繰入額 8,510千円

地代家賃 861,755千円

リース料 333,675千円

減価償却費 26,257千円

貸倒引当金繰入額 2,733千円

役員報酬 57,000千円

給与・賞与 720,427千円

退職給付費用  5,449千円

役員退職慰労引当金繰入額 9,910千円

地代家賃 1,061,162千円

リース料 227,281千円

減価償却費 51,886千円

※４．固定資産売却損は次のとおりであります。 ※４． 

土地 100,146千円

建物 6,888千円

 ─────── 

※５．固定資産除却損は次のとおりであります。 ※５．固定資産除却損は次のとおりであります。 

建物 11,478千円 建物 3,004千円

器具及び備品 204千円

前事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 723,632千円

現金及び現金同等物 723,632千円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

有価証券 

前事業年度（平成16年８月31日） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成17年８月31日） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

車両運搬具 3,460 173 3,287 

器具及び備品 839,399 560,319 279,079 

ソフトウェア 36,848 11,080 25,767 

合計 879,707 571,572 308,133 

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

車両運搬具 3,460 865 2,595

器具及び備品 488,325 249,386 238,939

ソフトウェア 44,328 23,921 20,406

合計 536,113 274,172 261,940

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 183,811千円

１年超 128,763千円

合計 312,574千円

１年内 105,038千円

１年超 162,824千円

合計 267,862千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 330,537千円

減価償却費相当額 307,853千円

支払利息相当額 17,019千円

支払リース料 208,088千円

減価償却費相当額 195,031千円

支払利息相当額 9,588千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（デリバティブ取引関係） 

 当事業年度に係る「デリバティブ取引関係」に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として

記載しております。 

１．取引の状況に関する事項 

前事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

(1）取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワ

ップ取引、為替予約であります。 

(2）取引に対する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の金利及び為替相

場の変動によるリスク回避を目的としており、投機的

な取引は行わない方針であります。 

(3）取引の利用目的 

 当社は、借入金利等の将来の金利市場における利率

上昇による変動リスクを軽減するため、金利スワップ

取引を行っております。 

 また、通常の営業過程における輸入取引の為替相場

の変動によるリスクを軽減するため、為替予約取引を

行っております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

 なお、金利スワップ取引については特例処理を、為

替予約取引については振当処理を行っております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）  （ヘッジ対象） 

金利スワップ   借入金の利息 

為替予約     外貨建金銭債務等 

③ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワ

ップ取引を行い、また、外貨建取引の為替相場の変動

リスクを回避する目的で為替予約取引を行っており、

ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満たしているので

決算日における有効性の評価を省略しております。 

 また、為替予約の締結時に、リスク管理方針に従っ

て、米貨建及びユーロ建による同一金額以下で同一期

日の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の

為替相場の変動による相関関係は完全に確保されてい

るので決算日における有効性の評価を省略しておりま

す。 

 



２．取引の時価等に関する事項 

前事業年度（自 平成15年９月１日 至 平成16年８月31日） 

  当社のデリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

 当事業年度に係る「退職給付会計関係」に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載

しております。 

前事業年度（自 平成15年９月１日 至 平成16年８月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社の退職給付制度は、社内規定に基づき、退職時までの勤続年数や給与等に基づき算定された退職金を社

内資金から支払うことになっております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当社は簡便法を採用しておりますので、割引率等については該当ありません。 

前事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

(4）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引には、市場金利の変動によるリス

ク、為替予約取引においては、為替相場の変動による

リスクをそれぞれ有しております。 

 なお、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用

度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行

による信用リスクは、ほとんどないと判断しておりま

す。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体が

デリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではあ

りません。 

  
前事業年度 

（平成16年８月31日） 

  千円 

(1）退職給付債務 9,359 

(2）退職給付引当金 9,359 

  
前事業年度 

（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

  千円 

(1）勤務費用 6,127 

(2）退職給付費用 6,127 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

(1）流動資産 (1）流動資産 

商品 65,709千円

ポイント引当金 7,912千円

売掛金 2,214千円

貸倒引当金 1,989千円

税務上の繰越欠損金 13,831千円

その他 4,935千円

繰延税金資産（流動）合計 96,593千円

評価性引当額 △13,831千円

繰延税金資産（流動）純額 82,761千円

商品 59,887千円

未払事業税 18,569千円

ポイント引当金 16,417千円

未払賞与  10,511千円

その他 2,432千円

繰延税金資産（流動）合計 107,817千円

(2）固定資産 (2）固定資産 

役員退職慰労引当金 53,030千円

退職給付引当金 3,519千円

繰延税金資産（固定）合計 56,550千円

役員退職慰労引当金 56,122千円

退職給付引当金 4,914千円

その他 718千円

繰延税金資産（固定）合計 61,755千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 42.0％

（調整）  

交際費等永久差異 3.3％

住民税均等割 8.4％

留保金課税 15.4％

法定実効税率変更による調整額 2.9％

税務上の繰越欠損金 △79.3％

その他 △0.7％

税効果会計適用後の法人税等負担率 △8.0％

法定実効税率 40.6％

（調整）  

交際費等永久差異 0.4％

住民税均等割 6.6％

税務上の繰越欠損金 △3.3％

その他  △0.0％

税効果会計適用後の法人税等負担率 44.3％



（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成15年９月１日 至 平成16年８月31日） 

 該当事項はありません。 



【関連当事者との取引】 

 当事業年度に係る「関連当事者との取引」に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記

載しております。 

前事業年度（自 平成15年９月１日 至 平成16年８月31日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

土地の賃借料については、近隣相場を参考に決定しております。 

３．上記の土地の賃借取引については、平成16年４月30日をもって解消しております。 

４．中西浩一は主要株主にも該当しております。 

(2）子会社等 

 （注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．外注工賃については、市場価格を参考に決定しております。 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上の
関係 

役員 中西 浩一 － － 

当社 

代表取締役 

会長 

(被所有) 

直接 23.9 
－ － 地代家賃 1,050 － － 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 
取引の内
容 

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等 
事業上の
関係 

子会社 
㈱オンリー 

ファクトリー 

京都市 

下京区 
10,000 製造業 

(所有) 

直接 100.0 
役員4名

当社商品

の製造 
外注工賃 37,081 買掛金 4,613 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

１株当たり純資産額 402円38銭 

１株当たり当期純利益金額 46円20銭 

１株当たり純資産額 155,932円43銭 

１株当たり当期純利益金額 29,145円88銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株引受権の残高がありますが、当社株式は非

上場のため、期中平均株価が把握できませんので記載し

ておりません。 

 また、平成17年３月19日付で500株を１株に併合してお

ります。当該株式併合が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりであります。  

 

   １株当たり純資産額  201,192円99銭 

   １株当たり当期純利益  23,106円19銭 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、期中平均株価が算定できない上場前に新株引受

権の残高がなくなったため、記載しておりません。  

  
前事業年度 

（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

当期純利益（千円） 108,506 233,848 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 108,506 233,848 

期中平均株式数（株） 2,348,333 8,023 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

 第１回無担保社債（新株引受権

付）に付された新株引受権（新株

引受権の残高120百万円）でありま

す。 

 また、新株引受権の概要は「第

４ 提出会社の状況、１ 株式等

の状況、(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。 

 なお、当該社債は償還済であり

ます。 

  

 ─────── 

  



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

１．新株引受権の権利行使 

 当事業年度終了後、平成17年１月28日に第１回無担

保社債（新株引受権付）に係る新株引受権が行使され

ました。 

 当該新株引受権の権利行使の概要は、次のとおりで

す。 

増加した株式の種類及び数 普通株式2,390,000株 

増加した資本金           59,750千円 

増加した資本準備金         59,989千円 

 これにより平成17年１月28日付の発行済株式総数は

4,830,000株、資本金は502,250千円、資本準備金は

486,499千円となっております。 

  

 ─────── 

２．株式併合 

 平成17年２月16日開催の臨時株主総会の決議に基づ

き、平成17年３月19日付をもって、将来の発行済株式

総数の適正化を目的として普通株式500株を１株とする

株式併合を行っております。 

１．併合により減少する株式数 

普通株式  4,820,340株 

２．併合方法 

 平成17年３月19日付をもって500株を１株に併合し

ております。 

 

 なお、当該株式併合が前期首に行われたと仮定した

場合の前期における１株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当期における１株当たり情報

は、それぞれ以下のとおりとなります。 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産 
185,535.27円 

１株当たり当期純損失
金額 

58,295.10円 
潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

－円 

１株当たり純資産 
201,192.99円 

１株当たり当期純利益
金額 

23,106.19円 
潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

－円 

 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

該当事項はありません。 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

２．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

資産の種類 前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末
残高 
（千円） 

有形固定資産           

建物 154,213 145,745 3,286 296,672 75,658 43,232 221,013

器具及び備品 18,133 5,586 1,214 22,504 11,921 4,064 10,582

建設仮勘定  － 33,390 － 33,390 － － 33,390

有形固定資産計 172,346 184,721 4,501 352,566 87,580 47,297 264,986

無形固定資産           

ソフトウェア － － － 621 256 62 365

電話加入権 － － － 4,858 － － 4,858

無形固定資産計 － － － 5,479 256 62 5,223

長期前払費用 20,262 4,089 2,380 21,971 7,462 4,526 14,508

繰延資産           

社債発行費 17,900 － 17,900 － － 5,966 －

繰延資産計 17,900 － 17,900 － － 5,966 －

 建物 新規店舗内部造作の増加 145,745 千円  

 建設仮勘定  新規店舗工事前渡金 33,390 千円  



【資本金等明細表】 

 （注） １．当期増加額は、新株引受権の権利行使及び有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）によるも

のであります。 

２．当期減少額（4,820,340株）は、株式併合によるものであります。  

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 442,500 251,250 － 693,750 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）1，2 （株） (2,440,000) (2,392,020) (4,820,340) (11,680) 

普通株式（注）1 （千円） 442,500 251,250 － 693,750 

計 （株） (2,440,000) (2,392,020) (4,820,340) (11,680) 

計 （千円） 442,500 251,250 － 693,750 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金（注）1 （千円） 426,510 373,890 － 800,400 

計 （千円） 426,510 373,890 － 800,400 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 4,000 － － 4,000 

（任意積立金）           

別途積立金 （千円） 38,300 － － 38,300 

計 （千円） 42,300 － － 42,300 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 8,545 － 5,450 9 3,085 

ポイント引当金 19,497 40,456 19,497 － 40,456 

役員退職慰労引当金 130,682 9,910 2,291 － 138,301 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 10,201 

預金   

当座預金 350 

普通預金 828,090 

定期預金 109,552 

小計 937,992 

合計 948,194 

相手先 金額（千円） 

三井住友カード（株） 41,713 

（株）近鉄百貨店 17,328 

（株）ジェーシービー 17,047 

クリスタ長堀（株） 13,641 

（株）専門大店 11,182 

その他 96,160 

合計 197,074 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

166,430 5,488,397 5,457,753 197,074 96.5 12.1 



③ 商品 

④ 材料 

⑤ 差入保証金 

⑥ 買掛金 

⑦ 未払法人税等 

品目 金額（千円） 

スーツ 517,927 

シャツ・タイ 171,938 

その他 157,648 

合計 847,514 

品目 金額（千円） 

生地 51,482 

合計 51,482 

相手先 金額（千円） 

（株）千疋屋総本店 38,712 

クリスタ長堀（株） 30,000 

（株）サンシャインシティ 30,000 

東宝不動産（株） 29,980 

森定不動産（株） 29,000 

その他 459,977 

合計 617,670 

相手先 金額（千円） 

三井物産インターファッション（株） 62,069 

（株）ラロ・ソーブ 57,852 

（株）オンリーファクトリー 41,117 

LONGKOU DONGHAI TRADE CO., LTD 27,127 

アンドブルー（有） 17,079 

その他 34,143 

合計 239,390 

内訳 金額（千円） 

未払法人税 123,089 

未払住民税 48,498 

未払事業税 45,760 

合計 217,347 



⑧ 社債            333,000千円（内、１年以内償還予定社債 158,000千円） 

内訳は「１ 連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 ⑤ 連結附属明細表 社債明細表」に記載しております。 

⑨ 長期借入金 

（注）上記金額の（ ）内は、内書きで１年以内返済予定額であります。 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

内訳 金額（千円） 

（株）ＵＦＪ銀行 
125,000 

(60,000) 

（株）東京三菱銀行 
62,500 

(50,000) 

（株）三井住友銀行 
17,349 

(15,996) 

合計 
204,849 

(125,996) 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．当社は商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

 ２．平成17年11月25日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告の方法は次のとおりとなり

ました。 

当社の公告は、電子公告により行う。ただし、事故その他のやむをえない事由により電子公告ができな

い場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

 なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりであります。 

    http://www.only.co.jp/ir/ 

 ３．平成17年８月12日開催の取締役会において、名義書換代理人の変更が決議され、次のとおりとなりました。

（平成17年10月１日から実施） 

   取扱場所 大阪市中央区伏見町３丁目６番３号 

        三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

   代 理 人 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

        三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

   取 次 所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

決算期 ８月31日 

定時株主総会 11月中 

基準日 ８月31日 

株券の種類 １株券、10株券 

中間配当基準日 ２月末日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え   

取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号 

ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪支店証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番３号 

ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号 

ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪支店証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番３号 

ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

買取手数料 無料（注１） 

公告掲載新聞名 日本経済新聞（注２） 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

 平成17年６月10日近畿財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年６月21日及び平成17年６月30日近畿財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

      平成17年11月25日 

株式会社オンリー       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士 大西 寛文  印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士 西村  猛  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社オンリーの平成16年９月１日から平成17年８月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、   

株式会社オンリー及び連結子会社の平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成17年５月31日 

株式会社オンリー       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 大西 寛文  印 

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 西村  猛  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社オンリーの平成15年９月１日から平成16年８月31日までの第28期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

オンリーの平成16年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

      平成17年11月25日 

株式会社オンリー       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士 大西 寛文  印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士 西村  猛  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社オンリーの平成16年９月１日から平成17年８月31日までの第29期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

オンリーの平成17年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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